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第１．認定に際しての基本的考え方 

 

１．認定基準の目的 

この認定基準の目的は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下｢法｣という。）

第８６条第１項若しくは第２項又は法第８６条の２第１項の規定に基づく認定（以下「法

第８６条の認定」という。）に関して、技術基準及び指導基準その他必要な事項を定め

ることにより、本認定制度の適正な運用を図り、もって良好な市街地の環境を確保しつ

つ、建築物による土地の有効利用を実現することとする。 

 

２．認定基準の運用 

(1)建築計画の内容、敷地の周囲の土地利用の状況、都市施設の状況等から、本認定

基準によることが必ずしも適切でないと認められる場合は、法の趣旨等に従い、総

合的な判断に基づき運用する。 

(2)本認定基準は、周辺環境の向上に資する良好なものについて、適用する。 

 

第２．適用範囲 

 

本認定基準は、法第８６条の認定について適用する。 

 

第３．技術基準 

 

１．対象区域の面積 

対象区域（法第８６条第１項の一団地又は第２項の一定の一団の土地の区域をいう。

以下同じ。）の面積は、原則として５００㎡以上とすること。 

ただし、「対象区域内の避難通路に関する特例基準」（別表）における特例基準Ⅰ及

び特例基準Ⅱの適用の場合については、この限りでない。 

 

２．対象区域の形状等 

(1)対象区域の形状は、出来る限り整形のものとすること。 

(2)法第８６条第２項の規定に基づく認定にあっては、各建築物の敷地は相互に連接

するものであること。 

(3)認定することによって袋地となる敷地が出現しないこと。 

 

３．対象区域と道路との関係 

対象区域と道路（法第４２条に規定する道路の他、市町村認定予定道路及び移管予定

道路を含む。）との関係は、次の各号に該当すること。 

(1)対象区域が接する主たる前面道路の現状の幅員は、原則として４ｍ以上とし、当

該道路は４ｍ以上の幅員を有する他の道路に有効に接していること。 

(2)対象区域に接する道路又は対象区域内に含まれる道路について、災害に強いすま

いとまちづくり推進要綱に定める整備計画その他防災性の向上に関する計画がある

場合は、当該計画との整合を図ること。 

(3)対象区域が存する市町村において、細街路計画その他まちづくりに関する計画が

ある場合は、当該計画との整合を図ること。 
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４．対象区域内の避難通路 

対象区域内の各建築物から前面道路に通じる避難上及び通行上有効な通路（以下「避

難通路」という。) を、次に定める事項に基づき設けること。 

ただし、対象区域の状況等により知事がやむを得ないと認めた場合で、各建築物の出

入口が道路に面して有効に接続する等避難の安全性が確保されるものについては、この

限りでない。 

(1)避難通路の幅員は、４ｍ以上とすること。ただし、「対象区域内の避難通路に関

する特例基準」（別表）における特例基準Ⅰ及び特例基準Ⅱの適用の場合について

は、この限りでない。なお、対象区域の面積が１，０００㎡以上の住宅団地（一戸

建て住宅団地等を除く。）内に設ける避難通路の幅員は、原則として６ｍ以上であ

ること。 

(2)避難通路は、側溝、縁石等により境界を明確にすること。 

(3)避難通路の動線形態は複雑なものでないこと。 

(4)避難通路が袋路地状となる場合は、その位置、形状について、将来２方向避難が

可能となるよう配慮すること。 

 

５．対象区域内の日影規制 

次に定める事項に基づき、対象となる建築物が対象区域内の他の建築物の居住の用に

供する部分に対して、一定時間、日影となる部分を生じさせることのないものであるこ

と。 

ただし、既存の建築物が区域内の他の既存の建築物に生じさせる日影については審査

の対象としないものとする。 

(1)対象となる建築物 

対象となる建築物は、法第５６条の２及び大阪府建築基準法施行条例（昭和４６

年条例第４号）第６９条により日影規制の対象となる区域（以下「日影規制区域」

という。）にあってはその地域又は区域に応じた法別表第４（ろ）の欄の各項に掲

げる建築物とし、近隣商業地域及び準工業地域にあっては同表３の項（ろ）の欄に

掲げる建築物とする。 

(2)生じさせてはならない日影の時間 

生じさせてはならない日影の時間は、日影規制区域においては大阪府建築基準法

施行条例第６９条で指定される号に応じた法別表第４（に）の欄の上欄（敷地境界

線からの水平距離が１０ｍ以内の範囲における日影時間の欄）に掲げる時間、近隣

商業地域及び準工業地域においては同表３の項（に）の欄（二）の号の上欄に掲げ

る時間以上の時間とする。 

(3)日影を生じさせてはならない部分 

日影を生じさせてはならない部分は、対象区域における他の建築物の居住の用に

供する部分とする。 

ただし、当該居住の用に供する部分が、敷地境界線がらの水平距離に関して５ｍ

よりも近い位置にある場合は、その居住の用に供する部分のうち敷地境界線から５

ｍ以上離れた部分を日影を生じさせてはならない部分とする。 

なお、日影時間の測定高さについては、当該居住の用に供する部分の窓面の位置
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とするが、当該居住の用に供する部分が、日影規制区域においてはその地域又は区

域に応じた法別表第４（は）の欄の各号に掲げる平均時盤面からの高さよりも低い

位置にある場合、近隣商業地域及び準工業地域にあっては同表３の項の（は）の欄

に掲げる平均地盤面からの高さよりも低い場合には、それぞれ同表における高さを

測定高さをする。 

 

６．建築物の構造等 

(1)採光、通風の確保 

対象区域内の各建築物に対する採光規定（法第２８条）の適用における有効採光

面積の算定については、隣地境界線からの距離に代えて相対する建築物からの距離

によって算定すること。 

(2)建築物の構造制限 

対象区域内の建築物（法第８６条第２項における一定の一団の土地の区域の認定

の場合の既存建築物を除く）は、耐火建築物又は準耐火建築物とする。 

ただし、物置、自転車置場等の附属建築物で防火上支障がないと認めるものにつ

いては、この限りでない。 

(3)外壁の後退 

各建築物の外壁は、避難通路に面する場合、原則としてその境界線から１ｍ以上

後退すること。ただし、避難通路に面する外壁について、防火上の措置を講じる場

合は、この限りではない。 

 

７．容積率、建ぺい率 

(1)対象区域全体で、容積率制限（法第５２条）及び建ぺい率制限（法第５３条第１

項及び第２項）を適用するが、対象区域が複数の街区にまたがる時は、各街区単位

で適用すること。 

(2)対象区域が複数の地域地区にまたがる場合の地域地区間の容積の移転に際しては、

それぞれの地域地区において定められている容積率制限に配慮して、周辺の市街地

環境との整合を図ること。 

 

８．広場等及び緑地の確保 

対象区域の面積が１，０００㎡以上の住宅団地については、次に定める広場等及び緑

地を確保すること。 

(1)対象区域内の広場等（避難通路と一体となった共用庭並びに団地内公園及び広場

をいう。）の面積は空地面積（対象区域面積から当該対象区域内にある建築物の建

築面積の合計を減じた面積をいう。）の６％以上とすること。 

(2)対象区域内の空地については植樹により緑地を確保すること。 

(3)上記の広場及び緑地は、空地面積のおおむね３０％以上とすること。 

(4)対象区域内の主要な公園等には、適切な日照を確保すること。 

 

第４．指導基準 

 

１．景観上の配慮等 

(1)建築物等の配置及び意匠 
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対象区域内の建築物等の配置及び意匠については、良好な市街地環境の形成に資

するよう景観上配慮されたものであること。 

(2)敷地内緑化 

対象区域内においては、対象区域面積の３％以上の緑地を設け、計画的な植栽に

つとめるとともに、良好に維持管理すること。 

また、地域の個性をかたちづくる樹種の選定、樹木の配置の工夫等に努めること。 

 

２．大阪府福祉のまちづくり条例への適合 

大阪府福祉のまちづくり条例第２条に規定する都市施設を含む場合は、当該都市施設

を同条例第１１条に規定する整備基準に適合させること。ただし、既存の都市施設にあ

っては、改善計画の作成をもってかえることができる。 

 

３．建築着工時期 

対象区域内の各建築物は、原則として同時期に着工すること。（既存建築物を除く。） 

 

４．標示板の設置 

対象区域内の見やすい場所に、本対象区域が法第８６条の認定を受けた旨である内容

を記載した標示板を、様式Ａにより設けること。 

 

第５．手続等 

 

１．事前協議 

認定申請書の提出に先立ち、様式Ｂによる事前協議書に「認定申請時等の必要書類」

に定める図書等を添えて、地元市町村を経由して提出すること。 

 

２．認定の申請及び添付図書等 

認定の申請は、規則別記第６１号様式に定める認定申請書の正本及び副本に、「認定

申請時等の必要書類」に定める図書等を添えて提出すること。 

 

３．同意を得た旨の報告 

法第８６条第１項若しくは第２項の規定による認定申請に際して、申請者以外に対象

区域内にある土地について所有権又は借地権を有する者があるときは、これらの者の同

意を得た旨を、様式Ｃにより報告すること。 

 

４．対象区域内建築物等維持管理責任者選任届 

建築主又は対象区域内の土地若しくは建築物の所有者は、対象区域及び建築物等の日

常の維持管理について、対象区域内建築物等維持管理責任者を選任し、当該管理者の誓

約書とともに、様式Ｄにより知事に届け出ること。 

 

５．大阪府福祉のまちづくり条例の取扱い 

上記２．の認定の申請の際に、大阪府福祉のまちづくり条例第２条に規定する都市施

設のうち、同条例第１４条に規定する特定施設を含むものは、当該特定施設について、

新設の場合は同条例第１５条に規定する事前協議に必要な書類（大阪府福祉のまちづく

 －5－



り条例施行規則第７条に規定する特定施設設置工事事前協議書）を、既存施設の場合は

同条例第１７条に規定する改善計画（同規則第１０条に規定する既存施設改善計画届出

書）を併せて提出すること。 

また、その他の都市施設については、新設の場合は都市施設事前協議項目表（同規則

第７条に規定する様式を準用）を、既存施設の場合は都市施設改善計画項目表（同規則

第１０条に規定する様式を準用）を添えて提出すること。 

 

第６．維持管理等 

 

１．維持管理 

建築主、対象区域内の土地若しくは建築物の所有者又は管理者は、認定計画書等を遵

守するとともに、対象区域内の土地及び建築物について、次に定める事項に従い、将来

にわたり法及び認定条件に従って適正に維持管理するものとする。 

(1)法第８６条の認定を受けていることについて 

・対象区域内の各建築物については、法第８６条の規定に基づき、複数の建築物が

一体的なものとして、法における容積率制限や建ぺい率制限等の特例対象規定が

適用されていること。 

・今後、対象区域内で建築物の建て替え、増改築等を行う場合は、別途大阪府知事

の認定が必要となること。 

(2)避難通路について 

・対象区域内に避難及び通行の安全性の確保の観点から避難通路が設けられている

場合は、建築主又は対象区域内の土地若しくは建築物の所有者がその責任と負担

において、常時適正な状態に維持管理すること。 

・避難通路は、他の用途に使用又は変更することができないこと。 

(3)対象区域内建築物等維持管理責任者の選任等について 

・対象区域内建築物等維持管理責任者は、対象区域内を適正に管理するよう努める

こと。 

・対象区域内建築物等維持管理責任者が変わった場合は、変更届けを提出すること。 

・維持管理を業者に委託する場合は、管理委託契約書に対象区域及び建築物の維持

管理に関する事項を明記すること。 

(4)認定計画書等の保管について 

・建築主又は対象区域内の土地について所有権又は借地権を有する者は、認定計画

書等を適正に保管すること。 

(5)標示板の管理について 

・対象区域内に設置されている、法第８６条の認定を受けたものである旨を標示し

た標示板は、建築主、対象区域内の土地若しくは建築物の所有者又は管理者がそ

の責任と負担において、常時適正な状態に維持管理すること。 

 

２．承継 

対象区域内の土地又は建築物を第三者に売買、譲渡又は賃貸する場合には、建築主、

当該土地及び建築物の所有者並びにこれに係る宅地建物取引業者は、売買契約書（賃貸

の場合は、賃貸契約書）、重要事項説明書、管理規約等に上記「１．維持管理」に掲げ

る事項を明記するなど、買い主又は入居者等に十分周知するものとする。 
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第７．認定の取消し 

１．認定の取消しの申請 

法第８６条の５第２項の規定に基づく認定の取消しの申請手続は、事前協議後、対象

区域内の土地の所有権又は借地権を有する者全員の合意を得た上で、規則別記第６５号

様式による申請書の正本及び副本に「認定申請時等の必要書類」に定める図書等を添え

て提出すること。 

 

２．認定の取消しの要件 

認定の取消しは、当該認定の取消しを行うことにより、違法な状態とならない場合に

限って認める。 

 

第８．その他 

 

(1)認定区域内に避難通路等を設ける場合は、その通路等を適正に維持管理するため、

建築協定や通路の維持管理に関する協定等を締結するように努めるものとする。 

(2)法第８６条の認定を受けた後、当初の認定計画を変更する際には必要な手続をと

ること。なお法に対する違反が生じた場合、特定行政庁は法第９条に基づき、必要

な措置をとることがある。 

 

 

附則 

 

１．本認定基準は、平成１１年９月１３日から施行する。 

２．平成７年４月４日施行の「総合的設計による一団地の建築物の認定に関する基準」

は、本認定基準の施行日に廃止する。 

３．旧基準の区域を含めて新たに認定を受ける場合には、当該区域内の既存建築物につ

いて、本認定基準によらないことができる。 

 

附則 

１．本認定基準は、平成１２年１２月４日から施行する。 
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（別表） 

対象区域内の避難通路に関する特例基準 
 

下表における適用タイプ毎に、それぞれの適用条件をみたすものについて幅員欄に掲げる幅の

避難通路を設けること。 

 

適    用   条    件  

用  途 規  模 通路を

使用す

る敷地

の数 

延 長 距 離 等 

 

 
次のいずれかに該当するも

の 

・専用住宅 

（２世帯住宅を含む） 

・兼用住宅 

（延べ面積の1/2以上を

居住の用に供しているも

ので、住宅以外の用途に

供する部分の床面積が50

㎡以下のもの） 

建築物の高さ 

 １０ｍ以下 

  かつ 

地階を除く階数 

 ３以下 

 

認定区域面積 

 ５００㎡未満 

２以下 避難通路の延長距離 

 ２０ｍ未満 

 

（但し2以上の道路ま

たは43条ただし書の規

定による空地等で幅

員4ｍ以上のものに有

効に接続する場合は

この限りでない） 

 

 
次のいずれかに該当するも

の 

・専用住宅 

（２世帯住宅を含む） 

・兼用住宅 

（延べ面積の1/2以上を

居住の用に供しているも

ので、住宅以外の用途に

供する部分の床面積が50

㎡以下のもの） 

・低層連続住宅 

建築物の高さ 

 １０ｍ以下 

  かつ 

地階を除く階数 

 ３以下 

 

認定区域面積 

 ５００㎡未満 

６以下 避難通路の延長距離 

 ３５ｍ未満 

 

（但し2以上の道路ま

たは43条ただし書の規

定による空地等で幅

員4ｍ以上のものに有

効に接続する場合は

この限りでない） 

 

適 

用 

タ 

イ 

プ 

幅 

員 

特 

例 

基 

準 

Ⅰ 

２ 

ｍ 

以 

上 

特 
例 
基 
準 

Ⅱ 

３ 

ｍ 

以 

上 

注記：「特例基準Ⅰ」及び「特例基準Ⅱ」については、次のいずれかに該当するものを対象と

する。 

 

一  平成１１年５月１日現在で既に建っている建築物を含むものであって、かつ、「整

備計画の定めのある災害に強いすまいとまちづくり促進区域」内におけるもの。 

二  対象区域内の各建築敷地は、平成１１年５月１日現在で既に建築物が建っている

敷地であって、かつ、法第４３条第１項に規定する接道条件が満たされない敷地

における建築物の建替えであること。 
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                                             《資料Ⅰ》 

認定申請時等の必要書類 
 

 ・認定申請時等には次に掲げる図書を提出すること。 

   必要書類（○印のもの）

 図書の種類       明 示 す べ き 事 項  事前 

 協議 

 86条  86条

 第１ 

 項 

 第２

 項 

 86条

 の２

 86条

 の５

  1  事前協議書  様式Ｂ ○     

  2  認定申請書  規則別記 第 61 号様式 （取消し 第 65 号様式）  ○ ○ ○ ○

  3  認定計画概要書   様式Ｅ ○ ○ ○ ○  

  4 
 認定を受けよう 

 とする理由書 

・別添とし、認定を受けようとする理由を詳細に記入

 する 
 ○ ○ ○ ○

  5 
 同意を得た旨の 

 報告書 

・様式Ｃ 

・印鑑証明と同一の印にて捺印。 
 ○ ○  ○

  6  認定計画説明書 

・認定計画に関する説明のために講じた措置を記載。

・説明内容、説明日時、説明者、説明を受けた者の氏

 名等を記載。 

   ○  

  7 
 土地の地籍図の 

 写し 

・里道（赤色）、水路（水色）、堤塘敷（茶色）にて 

 着色。 
 ○ ○  ○

  8  土地登記簿謄本  ○ ○  ○

  9  印鑑証明書  ○ ○  ○

 10 

 対象区域内維持 

 管理責任者選任 

 （変更）届 

・様式Ｄ 

・管理責任者の変更がある場合は変更届けを提出。 
 ○ ○   

 11 
 対象区域の維持 

 管理 

・被分譲者との契約書（案）、団地の管理規約（案）

 建築協定書（案）など 
 ○ ○ ○  

 12 
 対象区域標示板 

 詳細図 

・様式Ａ 

・材料、寸法、明示する事項 
 ○ ○ ○  

 13  付近見取り図 

・方位、道路、目標となる地物を記入し、都市計画で

 定められた用途地域を着色する。 

・申請区域を赤色で囲むこと。   縮尺:1/10,000

○ ○ ○ ○ ○

 14 
 建物用途別 

     現況図 

・敷地境界線より 300ｍの範囲の建築物を用途別に着

 色する。別添建物用途別現況図作成要領参照。 

                 縮尺：1/2,500

○ ○ ○ ○  

 15  配置図 

・縮尺、方位、敷地の境界線（赤色）、対象区域内に

 おける建築物の位置、用途、構造及び階数、申請に

 かかる建築物と他の建築物の別、団地内の主要通路

 、通路の位置及び幅員、スロープの勾配、広場等の

 位置（公園は黄色、緑地は緑色で着色すること。）

 及び面積、敷地に接する道路の位置、名称及びその

 幅員並びに隣接建築物の配置状況、延焼の恐れのあ

 る部分の外壁間距離及び開口部の位置、避難通路と

 各建築物の外壁間距離、標示板の位置 

○ ○ ○ ○ ○

 16  道路の配置図 

・縮尺、方位、申請区域（赤色着色） 

・道路・通路の位置、道路名称及びその幅員並びに 

  主要幹線道路との接続 

○ ○ ○ ○ ○

                      －  －          9



 

   必要書類（○印のもの）  

 

図書の種類 明 示 す べ き 事 項  事前 

 協議 

 86条 

 第１ 

 項 

 86条

 第２

 項 

 86条

 の２

 86条

 の５

 17  敷地面積求積図 ・各敷地毎の求積図及び全体求積図  ○ ○ ○ ○

 18  動線計画図 

・歩行者（青色細線）、避難階における主たる出入口

 に到る通路（青色太線）、一般車（橙色太線）、緊 

 急車（赤色細線）、搬出入車（緑色細線）の動線を

 着色すること。 

 ○ ○ ○ ○

 19  排水計画図 

・雨水（空色）、雑排水（青色）、汚水（茶色）で着 

 色すること。 

・対象区域外の放流先まで明記すること。 

・集中し尿浄化槽を設ける場合は、処理能力を記入す

 ること。 

 ○ ○ ○ ○ 

 20  植栽計画図 ・樹種名、高さ、幹回り、本数  ○ ○ ○  

 21 
 公園、緑地面積 

 求積図 
・敷地面積 1,000 ㎡以上の住宅団地の場合に必要  ○ ○ ○  

 22  各階平面図 
・縮尺、方位、間取、各室の用途及び面積、主要部分

 の寸法、階段の手すりの有無、スロープ勾配 ○ ○ ○ ○ ○

 23  床面積求積図 ・各敷地毎の求積図及び全体求積図  ○ ○ ○ ○

 24  主要立面図 
・二面 

・縮尺、開口部の位置、仕上げ ○ ○ ○ ○ ○

 25  主要断面図 

・二面 

・隣接する２以上の建築物を含めて表現。 

・縮尺、建築物の床の高さ、軒の高さ及び全体の高さ

 敷地断面を併記し、敷地外の斜線制限を記入する。

○ ○ ○ ○ ○

 26  日影図（１） 

・対象区域全体の平均地盤面から４ｍ又は１．５ｍの

 高さの測定面上の日影図 

・規制時間の等時間線を着色すること。（５ｍ－青色

 １０ｍ－赤色） 

 ○ ○ ○  

 27  日影図（２） 

・各敷地の地盤面から４ｍ又は１．５ｍの高さの測定

 面上の日影図（影が一団地の区域外に出ない敷地は

 省略することができる。） 

・規制時間の等時間線を着色すること。（５ｍ－青色

１０ｍ－赤色）

 ○ ○ ○ ○

 28 

 日影図（３） 

 （ 隣棟間日影

図 ） 

・日影の影響を受ける各敷地の地盤面から、４ｍ又は

 １．５ｍの高さの測定面上の日影図。 

・規制時間の等時間線を着色すること。（大阪府建築

 基準法施行条例第６９条の表による５ｍを超え１０

 ｍ以内の日影時間を青色にて着色。近隣商業地域及

 び準工業地域については５時間とする） 

・申請部分が対象区域内の居住の用に供する他の建築

 物の部分に日影を落とす場合必要。 

 ○ ○ ○  

 29  平均地盤算出図 ・各建物毎に周長と見附面積を算出し、集計すること  ○ ○ ○ ○

 30  その他 ・特定行政庁が必要と認める資料 ○ ○ ○ ○ ○

31  認定計画書   規則別記 第 64 号様式  ○ ○ ○  

 ※なお、事前協議時には上記指定の図書を５部提出すること。 
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 ・大阪府福祉のまちづくり条例第２条に定める都市施設に該当するものは次の図書を添付すること。 

 

 

   必要書類（○印のもの）

 図書の種類 明 示 す べ き 事 項  事前 

 協議 

 86条 

 第１ 

 項 

 86条

 第２

 項 

 86条

 の２

 86条

 の５

 32 

 特定施設設置工 

 事事前協議書 

 （建築物） 

・様式指定（大阪府福祉のまちづくり条例施行規則第

７条に定める様式第２号） 

・大阪府福祉のまちづくり条例第１４条に定める特定

施設を設置するとき。（その他の都市施設を含む） 

 ○ ○ ○  

 33 
 特定施設事前協 

 議項目表 

・様式指定（大阪府福祉のまちづくり条例施行規則第

７条に定める様式第３号） 

・各棟毎に作成すること。 

 （その他の都市施設を含む） 

・対象となる項目がない場合は――――で消して下さ

 い。 

 ○ ○ ○  

 34 

 既存施設改善計 

 画届出書 

 （建築物） 

・様式指定（大阪府福祉のまちづくり条例施行規則第

１０条に定める様式第７号） 

・大阪府福祉のまちづくり条例第１４条に定める既存

の特定施設を設置しているとき。 

 （その他の都市施設を含む） 

  ○ ○  

 35 
 既存施設改善計 

 画項目表 

・様式指定（大阪府福祉のまちづくり条例施行規則第

１０条に定める様式第８号） 

・各棟毎に作成すること。 

 （その他の都市施設を含む） 

・対象となる項目がない場合は――――で消して下さ

 い。 

  ○ ○  

 36 

 福祉整備内容を 

 標示した配置図 

 及び各階平面図 

・№ 15.22 の配置図及び各階平面図を兼ねてもよい。 ○ ○ ○ ○  
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《資料Ⅱ》  
 
 

建物用途別現況図  作成要領  
 

建物用途別の着色は、下記によること。 
 

建 物 用 途 具   体   例 色 

官・公署施設 

裁 判 所  税 務 署  市 役 所 
 

清 掃 事 務 所  警 察 署  消 防 署 
 

郵 便 局  電 話 局  電 信 中 継 所 

茶 

運輸・公共施設 
駅 舎  卸 売 市 場  汚 水 処 理 場 

 
ガスタンク   変電所 営業倉庫 

こ げ 茶 

文教・厚生施設 
学 校  図 書 館  公 民 館  神 社 

 
保 育 所  体 育 館  博 物 館 

緑 

病 院 施 設 
病 院  助 産 所  託 児 所 

 
保 健 所  母 子 ・ 老 人 ホ ー ム 

橙 

興 業 施 設 劇 場  映 画 館  演 芸 場 黒 

 
遊 興 施 設 

 
宿泊施設・等 

パチンコ店 マージャン 屋 ボーリング 場 
 

野球場 旅館  宿泊所  ホテル 
 

料亭 キャバレー   ダンスホール 

紫 

販売・商業施設 
百 貨 店  小 売 店 舗  飲 食 店 

 
サービス業店舗 浴場 結婚式場 

赤 

業 務 施 設 
銀 行  事 務 所  貸 し 会 議 室 

 
放 送 局  通 信 社  新 聞 社 

桃 

住 居 施 設 ※ 住 宅  寄 宿 舎  寮  共 同 住 宅 黄 

農林漁業施設 家 畜 飼 育 所  温 室  漁 業 施 設 黄   緑 

工 業 施 設 工 業  作 業 場  印 刷 所 青 

そ の 他 小 さ な 倉 庫  工 事 事 務 所 水 

 
 

※兼用住宅は、□内を黄色で塗り、輪郭を兼用用途の色で描いて下さい。  
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                                        《 資料Ⅲ》  

様   式  

 
 
 
  □ 様式 Ａ  対象区域内に設ける標示板の様式 

 
  □ 様式 Ｂ  一定の複数建築物に対する制限の特例の認定事前協議書 

 
  □ 様式 Ｃ  同意を得た旨の報告書 

 
  □ 様式 Ｄ  対象区域内建築物等維持管理責任者選任（変更）届 

 
  □ 様式 Ｅ  認定計画概要書 

                       －  － 
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【様式 Ａ】 

対象区域内に設ける表示板の様式 

 
 

建築基準法第８６条認定区域標示板 
 

   
 この敷地及び敷地内の建築物は、 

建築基準法第８６条の規定に基づき 

容積率や建ぺい率等について、複数 

の建築物が一体的なものとして認定 

されています。 

 そのため、建築物等の増改築又は 

土地利用の変更をする場合は、再度 

大阪府知事の認定が必要です。 

   なお、認定区域内の環境を適正に 

維持管理するため下記の維持管理責 

任者を定めています。 

 
 
 認 定 年 月 日  ：  平成   年   月   日 

 特 定 行 政 庁 名  ：  大阪府知事（建築都市部建築指導課） 

    維 持 管 理 責 任 者 名  ：  ○○ ○○  

 
 
 
    対象区内における建築物、 

    避難通路等の配置図 

 
① 敷地内の見やすい場所に設置すること。（数は対象区域の規模による）  

② 材質は、ステンレス板、陶板等の耐候性、耐久性に富み、容易に破損しない  

ものであること。 

③ 堅固に固定されたものであること。  

④ 大きさは、縦 30ｃｍ以上、横５ 0ｃｍ以上であること。  

⑤ 対象区域の配置図には次の事項を明示すること。 

・ 方位、認定区域の境界線、対象区域内における建築物の位置、用途、避難  

通路、広場等の位置、敷地に接する道路の位置、標示板の位置（現在位置）  

                     －   － 14



【様式 Ｂ】 

      一定の複数建築物に対する制限の特例の認定事前協議書         

 
                                    平成  年  月  日 

     大  阪  府  知  事    様  

 
 
               申請者  住所 

                    電話 

                    氏名                  印 

               代理者  住所 

                    電話 

                    氏名                  印 

 
 
   法第８６条  第  項の認定に際して、別添認定計画概要書添付のうえ事前協 

  議いたします。 

 
   

※ 市 町 村 経 由 欄 
    

※ 大 阪 府 

  
 受付日     平成  年  月  日 

  
 受付日     平成  年  月  日 

 
協議完了日   平成  年  月  日 

  
 協議完了日   平成  年  月  日 

  
 総括意見 

  
 総括意見 
 （決 裁） 

  
【注意】事前協議時の添付図書については９ページ認定申請時の必要書類参照。 

     ※印のある欄は記入しないでください。 
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【様式 Ｃ】 

同意を得た旨の報告書 
                              平成  年  月  日 

  大 阪 府 知 事    様 
 

 今般、私は                   において、建築基準法第 86条第 

項に基づく認定申請にあたり、認定申請区域内の土地について私以外に所有権又は借地権 

を有する者がいるため、建築基準法第 86条第３項の規定により、認定申請に係る別添認定 

計画書の内容及び、別紙「建築基準法第８６条認定に際しての遵守事項」についての説明 

を行い、その内容に関して次のとおり同意を得ましたので報告します。 

尚、認定申請区域内の土地について下記の者以外に所有権又は借地権を有する者は存在 

しません。 

 

         （認定申請者） 

          住   所                          

           （地名地番                          ） 

          氏   名                               印 

 

 上記認定申請者         により申請された建築基準法第 86条第 項に基づく認 

定申請に係る別添認定計画書の内容及び、別紙「建築基準法第８６条認定に際しての遵守 

事項」について説明を受けた内容に関して同意いたします。 

 

    

認定申請区域内の土地について所有権又は借地権を有する者 

（地名地番については土地の所有権又は借地権を有する部分） 

  

 所有権・ 

 借地権の別 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

 氏  名                        印 

 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

  氏  名                        印 

 

 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

  氏  名                        印 
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   対象区域内の土地の所有権又は借地権を有する者 

  （地名地番については土地の所有権又は借地権を有する部分） 

  

所有権・ 

 借地権の別 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

 氏  名                        印 

 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

  氏  名                        印 

 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

 氏  名                        印 

 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

  氏  名                        印 

 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

  氏  名                        印 

 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

 氏  名                        印 

 

 

  

  住  所                       

 （地名地番）                      

  氏  名                        印 
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【様式 Ｄ】 

                                          平成  年  月  日 

   

対象区域内建築物等維持管理責任者選任(変更) 届 

  

 大 阪 府 知 事     様         

 

届出者 

                             住 所 

                             氏 名                         印 

 

  下記の者を、建築基準法第８６条認定基準に基づく対象区域内の建築物等 

の維持管理責任者として選任いたしましたので、お届けいたします。 

  なお、維持管理責任者を変更する場合には事前にお届けいたします。 

 

記 

 

  対象区域内建築物等維持管理責任者       

住 所     

 

氏 名     

 

    建 築 主          

    対象区域の所在地 

 

 

 

誓   約   書  

 

  上記の対象区域内を適正に維持管理することを誓約します。 

 

  対象区域内建築物等維持管理責任者  

住 所 

 

氏 名                        印 
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【様式 Ｅ】 

認 定 計 画 概 要 書 
申 請 者  

建 築 位 置  

用 途 地 域  

区域の従前の 
地目及び用途  

その他の地域地区  

前 面 道 路 道路形態           、接道     ｍ、幅員     ｍ 

法第52 条第1 項の規定による認定区域全体の建ぺい率の上限 ％ 法第53 条第1 項の規定による認定区域全体の容積率の上限 ％

対 象 区 域 面 積 Ａ ㎡ 主 要 用 途  

建 築 面 積 Ｂ ㎡ 認定区域全体の建ぺい率 Ｂ／Ａ ％

延 べ 面 積 Ｃ ㎡ 認定区域全体の容積率 Ｃ／Ａ ％

建 築 物 の 高 さ ｍ 建 築 物 の 階 数  

建 築 物 の 棟 数  対象区域内の敷地の数  

棟  番  号      

用      途      

高      さ ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ

階      数 / / / / / 

建 築 物 の 構 造      

接続する通路幅員 ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ

各 棟 敷 地 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

建 築 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

各棟建ぺい率/各棟法定建ぺい率  
          注1) 

延 べ 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

各棟容積率/各棟法定容積率 
             注2)      

棟 
 
 
 
別 
 
 
 
概 
 
 
 
要 

建ぺい率､容積率の緩和の有無      

 

 
 注１）各敷地単位でみた建ぺい率／法第 52条第１項の規定による各敷地単位の建ぺい率の上限を記入 
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 注２）各敷地単位でみた容積率／法第 53条第１項の規定による各敷地単位の容積率の上限を記入 
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空地面積（A-B）Ｄ ㎡ 空 地 率  Ｄ／Ａ ％

広場面積等  Ｅ ㎡ 広場の率 Ｅ／Ｄ ％

緑 地 面 積  Ｆ ㎡ 緑地の率 Ｆ／Ｄ ％

土地の権利者等 所有権者      名   ・ 借地権者      名 

管 理 形 態  

共 有 管 理 箇 所  

駐車台数          台             台／戸 
駐車・駐輪場計画 

駐輪台数          台             台／戸 

その他の参考事項 

 

特例対象規定適用 
条文該当事項 

  

既存建物及び 
敷地造成等調査 

 
①既存建築物撤去の有無 ・有 ・無  既存建築物の撤去予定面積    ㎡ 
②土木構造物等の新設又は撤去等の合計金額 ・500万円以上 ・500万円未満 
※建リ法に基づく手続き ・受理済 ・連絡済 ・その他（     ） 

備     考 

 

 

 注３）※印部分は記入しないでください。 



                                       《参考資料Ⅰ》 
法第８６条の認定における手続きの流れ 

 
申 請 者 市 町 村 特定行政庁 関 係 課 

                          
                         （日数は各手続きの 
                          審査に必要な期間） 

 －21－

基 本 計 画 

 
事 前 相 談 
 

調 整・指 導  
調 整 ・ 指 導 

関 係 各 課 

基 本 設 計 事前協議書 経由 

実 施 設 計 

認定申請書 
・同意を得た旨報

告書 
・対象区域内維持

管理責任者選

任届 
その他の必要書

類添付 

 
認定通知書の受領 

認 定 申 請 
(認定通知書の写
しを添付) 

認 定 通 知 

着     工 

 
認定申請書の 
市、消防経由 

認定した旨の連絡 

 
事 前 協 議 
書 の 提 出 

(約３週間) 

法第 86条の認定
に関する連絡会 

福祉タウン推進室

景 観 推 進 室

福祉タウン推進室

景 観 推 進 室

 
審     査 

(約３週間) 

認定決裁完了後

認定通知書交付

（都市計画法第 
29 条許可が必
要な場合は同

日付で認定） 

公    告 
大阪府公報登載 
・対象区域 
・縦覧に供する場

所 

縦    覧 
・対象区域 
・認定計画書 



 
      建築基準法第８６条認定に際しての遵守事項       〔別紙〕 
 
 この認定申請区域内の各建築物は、建築基準法第８６条の規定に基づき、区域内の複数  
の建築物が一体的なものとして、容積率制限や建ぺい率制限等の特殊対象規定（下記参照）  
が適用されています。 
今後は、次のような条件を守っていただく必要がありますので、留意して下さい｡ 

 
 １．避難通路をはじめ、対象区域内の土地及び建築物については、常時建築基準法及び 
  認定条件に従って、適正な状態に維持管理しなければなりません。  
 ２．建築基準法第８６条の規定に基づき、対象区域を一の敷地として適用される特例対 
  象規定については下表のとおりです。なお、今回の認定の際に適用されている条項は 
  「適用の有無」欄に○印が付されている条項です。 
 ３．対象区域を適正に管理していただくため、対象区域内維持管理責任者選任届を提出 
  して下さい。 
  ・維持管理責任者は原則として認定申請者とします。  
  ・維持管理責任者が変わった場合は、対象区域内維持管理責任者選任変更届を提出し 
   て下さい。 
 ４．対象区域内で建築物の建て替えや、増改築等を行う場合は、別途、特定行政庁の認 
  定が必要です。 
 ５．対象区域内の土地の所有権又は借地権を有する者は、認定計画書及び本同意書を各 
  自の責任において適正に保管し、土地又は建築物を転売、譲渡又は転賃する場合は相 
  手方にこれらを継承し、説明を行う必要があります。 
 ６．本認定の取消しは、取消しをすることにより違法な状態が出現しない場合にのみ認 
  められます。その際には、対象区域内の土地の所有権又は借地権を有する者全員の合 
  意が必要となります。 

｢特 例 対 象 規 定 ｣条 項 内     容 適用の

有 無 
第 23条 外壁  

第 43条 敷地と道路の関係  

第 52条   第 1～11項 延べ面積の敷地面積に対する割合  

第 53条    第 1、2項 建築面積の敷地面積に対する割合  

第 54条   第 1項 第 1、2種低層住居専用地域内における外壁後退  

第 55条   第 2項 第 1、2種低層住居専用地域内における高さ制限  

第 56条   第 1～4、6項 建築物の各部分の高さ  

第 56条の 2 第 1～3項 日影による中高層の建築物の高さの制限  

第 59条      第 1項 高度利用地区  

第 59条の 2 第 1項 総合設計  

第 60条   第 1項 特定街区  

第 62条   第 2項 準防火地域内の建築物  

第 64条 外壁の開口部の防火戸  

第 68条の 4 第 1～3項 住宅地高度利用地区計画の区域内の制限の緩和等  

第 68条の 5 第 1項 再開発地区計画の区域内の制限の緩和等  
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